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Ⅰ 科研費の概要

１ 科研費とは

全国の大学や研究機関において、様々な研究活動が行われています。科学研究費補助金（以下「科研費」とい
う。）は、こうした研究活動に必要な資金を研究者に助成するしくみの一つで、人文・社会科学から自然科学まで
のすべての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆる独創的・先駆的な学術研究を対象としています。

科研費は、研究者からの研究計画の申請に基づき、厳正な審査を経た上で採否が決定されます。このような研究費
制度は「競争的資金」と呼ばれています。科研費は、我が国最大規模の研究助成制度です。（平成２２年度予算額
２，０００億円）

＜我が国の科学技術・学術振興方策における「科研費」の位置付け＞

１

研究活動には、研究者が比較的自由に行うものから、あらかじめ重点的に取り組む分野や目標を定めてプロジェク
トとして行われるもの、具体的な製品開発に結びつけるためのものなど、様々な形態があります。こうしたすべての
研究活動のはじまりは、研究者の自由な発想に基づいて行われる学術研究にあります。科研費はすべての研究活
動の基盤となる学術研究を幅広く支えることにより、科学の発展の種をまき芽を育てる上で、大きな役割を有してい
ます。

平成２２年度には、約８万９千件の新たな応募があり、このうち約２万件が採択されました。何年間か継続する研究
課題と含めて、約５万７千件の研究課題を支援しています。

資
金
の
性
格

研究の性格
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Ⅰ　科研費の概要	
１　科研費とは



科学研究費の応募件数と採択件数は増え続けています。また、新規採択率は平成７年度には２０％台後半でしたが、
ここ十数年は２０％台前半でほぼ横ばいとなっています。なお、総合科学技術会議より新規採択率３０％の確保に向
けて、一層の拡充を図ることが求められています。

２ 科研費の応募・採択件数と予算
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※「科学研究費」･･･ 特別推進研究、特定領域研究、新学術領域研究、基盤研究、挑戦的萌芽研究、若手研究、
研究活動スタート支援及び学術創成研究費（平成２２年度）

＜「科学研究費」の応募件数、採択件数、採択率の推移＞
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予算政府案
２，６３３億円

２

＜予算額の推移＞
科研費の予算額は、政府が定める第１期・第２期の科学技術基本計画期間中に競争的資金として大きく伸びましたが、
第３期においては、厳しい財政事情の中、伸びはゆるやかになっています。
なお、平成２３年度予算政府案では、２，６３３億円となっています。

（億円）
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２　科研費の応募・採択件数と予算
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３　科研費の「研究種目」
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Ⅱ　応募・審査・補助金の使用・評価	
１　公募から内定までの流れ



２ 科研費への応募

公募要領や研究計画調書等の応募関係書類は、各研究機関に送付するとともに、文部科学省・日本学術振興会の
科研費ホームページで公開しています。また、英文版の公募要領や研究計画調書も公開しており、英文による応募
も可能です。

応募は、電子申請システムによりオンラインで行うことができ、応募手続きの円滑化、迅速化を図っています。

科研費には、大学の研究者だけでなく、文部科学大臣の指定を受けた民間等の研究機関に所属する研究者も応募
することができます。これらの研究機関に所属する研究者であれば、外国人や非常勤の方々でも応募することがで
きます。具体的にはそれぞれの研究機関に確認してください。

研 究 目 的

研 究 目 的 （概要）※ 当該研究計画の目的について、簡潔にまとめて記述してください。

本欄には、研究の全体構想及びその中での本研究の具体的な目的について、冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述した上で、適宜文献を引用しつつ記述し、特に次の点について
は、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。（記述に当たっては、「科学研究費補助金（基盤研究等）における審査及び評価に関する規程」（公募要領59 頁参照）を参考に

してください。）
① 研究の学術的背景（本研究に関連する国内・国外の研究動向及び位置づけ、応募者のこれまでの研究成果を踏まえ着想に至った経緯、これまでの研究成果を発展させる場合には

その内容等）
② 研究期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか
③ 当該分野における本研究の学術的な特色・独創的な点及び予想される結果と意義

研究計画・方法

研究計画・方法 （概要）※ 研究目的を達成するための研究計画・方法について、簡潔にまとめて記述してください。

本欄には、研究目的を達成するための具体的な研究計画・方法について、冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述した上で、平成２３年度の計画と平成２４年度以降の計画に分けて、
適宜文献を引用しつつ、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。ここでは、研究が当初計画どおりに進まない時の対応など、多方面からの検討状況について述べるとともに、
研究計画を遂行するための研究体制について、研究分担者とともに行う研究計画である場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割（図表を用いる等）、学術的観点からの研究
組織の必要性・妥当性及び研究目的との関連性についても述べてください。また、研究体制の全体像を明らかにするため、連携研究者及び研究協力者（海外共同研究者、科学研究費
への応募資格を有しない企業の研究者、大学院生等（氏名、員数を記入することも可））の役割についても必要に応じて記述してください。

研究業績
本欄には、研究代表者及び・研究分担者が最近５カ年間に発表した論文、著書、産業財産権、招待講演のうち、本研究に関連する重要なものを選定し、現在から順に発表年次を過去

にさかのぼり、発表年（暦年）毎に線を引いて区別（線は移動可）し、通し番号を付して記入してください。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに

研 究 目 的

研 究 目 的 （概要）※ 当該研究計画の目的について、簡潔にまとめて記述してください。

本欄には、研究の全体構想及びその中での本研究の具体的な目的について、冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述した上で、適宜文献を引用しつつ記述し、特に次の点について
は、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。（記述に当たっては、「科学研究費補助金（基盤研究等）における審査及び評価に関する規程」（公募要領59 頁参照）を参考に

してください。）
① 研究の学術的背景（本研究に関連する国内・国外の研究動向及び位置づけ、応募者のこれまでの研究成果を踏まえ着想に至った経緯、これまでの研究成果を発展させる場合には

その内容等）
② 研究期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか
③ 当該分野における本研究の学術的な特色・独創的な点及び予想される結果と意義

研 究 目 的

研 究 目 的 （概要）※ 当該研究計画の目的について、簡潔にまとめて記述してください。

本欄には、研究の全体構想及びその中での本研究の具体的な目的について、冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述した上で、適宜文献を引用しつつ記述し、特に次の点について
は、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。（記述に当たっては、「科学研究費補助金（基盤研究等）における審査及び評価に関する規程」（公募要領59 頁参照）を参考に

してください。）
① 研究の学術的背景（本研究に関連する国内・国外の研究動向及び位置づけ、応募者のこれまでの研究成果を踏まえ着想に至った経緯、これまでの研究成果を発展させる場合には

その内容等）
② 研究期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか
③ 当該分野における本研究の学術的な特色・独創的な点及び予想される結果と意義

研究計画・方法

研究計画・方法 （概要）※ 研究目的を達成するための研究計画・方法について、簡潔にまとめて記述してください。

本欄には、研究目的を達成するための具体的な研究計画・方法について、冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述した上で、平成２３年度の計画と平成２４年度以降の計画に分けて、
適宜文献を引用しつつ、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。ここでは、研究が当初計画どおりに進まない時の対応など、多方面からの検討状況について述べるとともに、
研究計画を遂行するための研究体制について、研究分担者とともに行う研究計画である場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割（図表を用いる等）、学術的観点からの研究
組織の必要性・妥当性及び研究目的との関連性についても述べてください。また、研究体制の全体像を明らかにするため、連携研究者及び研究協力者（海外共同研究者、科学研究費
への応募資格を有しない企業の研究者、大学院生等（氏名、員数を記入することも可））の役割についても必要に応じて記述してください。

研究計画・方法

研究計画・方法 （概要）※ 研究目的を達成するための研究計画・方法について、簡潔にまとめて記述してください。

本欄には、研究目的を達成するための具体的な研究計画・方法について、冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述した上で、平成２３年度の計画と平成２４年度以降の計画に分けて、
適宜文献を引用しつつ、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。ここでは、研究が当初計画どおりに進まない時の対応など、多方面からの検討状況について述べるとともに、
研究計画を遂行するための研究体制について、研究分担者とともに行う研究計画である場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割（図表を用いる等）、学術的観点からの研究
組織の必要性・妥当性及び研究目的との関連性についても述べてください。また、研究体制の全体像を明らかにするため、連携研究者及び研究協力者（海外共同研究者、科学研究費
への応募資格を有しない企業の研究者、大学院生等（氏名、員数を記入することも可））の役割についても必要に応じて記述してください。

研究業績
本欄には、研究代表者及び・研究分担者が最近５カ年間に発表した論文、著書、産業財産権、招待講演のうち、本研究に関連する重要なものを選定し、現在から順に発表年次を過去

にさかのぼり、発表年（暦年）毎に線を引いて区別（線は移動可）し、通し番号を付して記入してください。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに

研究業績
本欄には、研究代表者及び・研究分担者が最近５カ年間に発表した論文、著書、産業財産権、招待講演のうち、本研究に関連する重要なものを選定し、現在から順に発表年次を過去

にさかのぼり、発表年（暦年）毎に線を引いて区別（線は移動可）し、通し番号を付して記入してください。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに

＜研究計画調書の主な記載内容（基盤研究）の抜粋＞

応募する研究者は以下のような研究計画調書（およそ１６ページ）を作成することになります。

７

にさかのぼり、発表年（暦年）毎に線を引いて区別（線は移動可）し、通し番号を付して記入してください。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに
限ります。また、必要に応じて、連携研究者の研究業績についても記入することができます。記入する場合には、二重線を引いて区別（二重線は移動可）し、研究者毎に、現在から順に
発表年次を過去にさかのぼり記入してください（発表年毎に線を引く必要はありません。）。

発表論文名、著書名 等
（例えば発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、査読の有無、巻、最初と最後の頁、発表年（西暦）について記入してください。）（以上の各項目が
記載されていれば、項目の順序を入れ替えても可。著者名が多数にわたる場合は、主な著者を数名記入し以下を省略（省略する場合、その員数と、掲載
されている順番を○番目と記入）しても可。なお、研究代表者には二重下線、研究分担者には一重下線、連携研究者には点線の下線を付してください。）

発
表
年

研究代表者
・分担者氏名

これまでに受けた研究費とその成果等
本欄には、研究代表者及び研究分担者がこれまでに受けた研究費（科学研究費補助金、所属研究機関より措置された研究費、府省・地方公共団体・研究助成法人・民間企業等から

の研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。）による研究成果等のうち、本研究の立案に生かされているものを選定し、科学研究費補助金とそれ以外の研究費に分けて、次の点
に留意し記述してください。
① それぞれの研究費毎に、研究種目名（科学研究費補助金以外の研究費については資金制度名）、期間（年度）、研究課題名、研究代表者又は研究分担者の別、研究経費（直接経費）

を記入の上、研究成果及び中間・事後評価（当該研究費の配分機関が行うものに限る。）結果を簡潔に記述してください。（平成２１年度又は平成２２年度の科学研究費補助金の研究
進捗評価結果がある場合には、基盤Ｃ（一般）－９「研究計画と研究進捗評価を受けた研究課題の関連性」欄に記述してください。）

② 科学研究費補助金とそれ以外の研究費は線を引いて区別して記述してください。

人権の保護及び法令等の遵守への対応（公募要領３項参照）
本欄には、研究計画を遂行するに当たって、相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取り扱いの配慮を必要とする研究、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする

研究など法令等に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合に、どのような対策と措置を講じるのか記述してください。
例えば、個人情報を伴うアンケート調査・インタビュー調査、提供を受けた試料の使用、ヒト遺伝子解析研究、組換えＤＮＡ実験、動物実験など、研究機関内外の倫理委員会等における

承認手続きが必要となる調査・研究・実験などが対象となります。なお、該当しない場合には、その旨記述してください。

研究経費の妥当性・必要性
本欄には、「研究計画・方法」欄で述べた研究規模、研究体制等を踏まえ、次頁以降に記入する研究経費の妥当性・必要性・積算根拠について記述してください。また、研究計画の

いずれかの年度において、各費目（設備備品費、旅費、謝金等）が全体の研究経費の９０％を超える場合及びその他の費目で、特に大きな割合を占める経費がある場合には、当該
経費の必要性（内訳等）を記述してください。

研究費の応募・受入等の状況・エフォート
本欄は、第２段審査（合議審査）において、「研究資金の不合理な重複や過度の集中にならず、研究課題が十分に遂行し得るかどうか」を判断する際に参照するところですので、本人が

受け入れ自ら使用する研究費を正しく記載していただく必要があります。
本応募課題の研究代表者の応募時点における、（１）応募中の研究費、（２）受入予定の研究費、（３）その他の活動、について、次の点に留意し記入してください。なお、複数の研究費を

記入する場合は、線を引いて区別して記入してください。具体的な記載方法等については、研究計画調書作成・記入要領を確認してください。
① 「エフォート」欄には、年間の全仕事時間を１００％とした場合、そのうち当該研究の実施等に必要となる時間の配分率（％）を記入してください。
② 「応募中の研究費」欄の先頭には、本応募研究課題を記入してください。
③ 科学研究費補助金の「新学術領域研究（研究領域提案型）」又は「特定領域研究」にあっては、「計画研究」、「公募研究」の別を記入してください。
④ 所属研究機関内で競争的に配分される研究費についても記入してください。

（１）応募中の研究費
資金制度・研究費名・研究期
間（配分機関名等）

研究課題名（研究代表者氏名） 役 割
（代表・
分担の
別）

平成２３年度の
研究経費
（期間全体の額）
（千円）

平成２３年度の
研究経費
（期間全体の額）
（千円）

エフ
ォー
ト（％）

研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課
題に応募する理由(研究代表者(又は拠点リーダー等のよう
にプログラム全体の研究費の受入研究者)の場合は、研究
期間全体（又はプログラム全体)の受入額を記入すること)

にさかのぼり、発表年（暦年）毎に線を引いて区別（線は移動可）し、通し番号を付して記入してください。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに
限ります。また、必要に応じて、連携研究者の研究業績についても記入することができます。記入する場合には、二重線を引いて区別（二重線は移動可）し、研究者毎に、現在から順に
発表年次を過去にさかのぼり記入してください（発表年毎に線を引く必要はありません。）。

発表論文名、著書名 等
（例えば発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、査読の有無、巻、最初と最後の頁、発表年（西暦）について記入してください。）（以上の各項目が
記載されていれば、項目の順序を入れ替えても可。著者名が多数にわたる場合は、主な著者を数名記入し以下を省略（省略する場合、その員数と、掲載
されている順番を○番目と記入）しても可。なお、研究代表者には二重下線、研究分担者には一重下線、連携研究者には点線の下線を付してください。）

発
表
年

研究代表者
・分担者氏名

にさかのぼり、発表年（暦年）毎に線を引いて区別（線は移動可）し、通し番号を付して記入してください。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに
限ります。また、必要に応じて、連携研究者の研究業績についても記入することができます。記入する場合には、二重線を引いて区別（二重線は移動可）し、研究者毎に、現在から順に
発表年次を過去にさかのぼり記入してください（発表年毎に線を引く必要はありません。）。

発表論文名、著書名 等
（例えば発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、査読の有無、巻、最初と最後の頁、発表年（西暦）について記入してください。）（以上の各項目が
記載されていれば、項目の順序を入れ替えても可。著者名が多数にわたる場合は、主な著者を数名記入し以下を省略（省略する場合、その員数と、掲載
されている順番を○番目と記入）しても可。なお、研究代表者には二重下線、研究分担者には一重下線、連携研究者には点線の下線を付してください。）

発
表
年

研究代表者
・分担者氏名

これまでに受けた研究費とその成果等
本欄には、研究代表者及び研究分担者がこれまでに受けた研究費（科学研究費補助金、所属研究機関より措置された研究費、府省・地方公共団体・研究助成法人・民間企業等から

の研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。）による研究成果等のうち、本研究の立案に生かされているものを選定し、科学研究費補助金とそれ以外の研究費に分けて、次の点
に留意し記述してください。
① それぞれの研究費毎に、研究種目名（科学研究費補助金以外の研究費については資金制度名）、期間（年度）、研究課題名、研究代表者又は研究分担者の別、研究経費（直接経費）

を記入の上、研究成果及び中間・事後評価（当該研究費の配分機関が行うものに限る。）結果を簡潔に記述してください。（平成２１年度又は平成２２年度の科学研究費補助金の研究
進捗評価結果がある場合には、基盤Ｃ（一般）－９「研究計画と研究進捗評価を受けた研究課題の関連性」欄に記述してください。）

② 科学研究費補助金とそれ以外の研究費は線を引いて区別して記述してください。

これまでに受けた研究費とその成果等
本欄には、研究代表者及び研究分担者がこれまでに受けた研究費（科学研究費補助金、所属研究機関より措置された研究費、府省・地方公共団体・研究助成法人・民間企業等から

の研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。）による研究成果等のうち、本研究の立案に生かされているものを選定し、科学研究費補助金とそれ以外の研究費に分けて、次の点
に留意し記述してください。
① それぞれの研究費毎に、研究種目名（科学研究費補助金以外の研究費については資金制度名）、期間（年度）、研究課題名、研究代表者又は研究分担者の別、研究経費（直接経費）

を記入の上、研究成果及び中間・事後評価（当該研究費の配分機関が行うものに限る。）結果を簡潔に記述してください。（平成２１年度又は平成２２年度の科学研究費補助金の研究
進捗評価結果がある場合には、基盤Ｃ（一般）－９「研究計画と研究進捗評価を受けた研究課題の関連性」欄に記述してください。）

② 科学研究費補助金とそれ以外の研究費は線を引いて区別して記述してください。

人権の保護及び法令等の遵守への対応（公募要領３項参照）
本欄には、研究計画を遂行するに当たって、相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取り扱いの配慮を必要とする研究、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする

研究など法令等に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合に、どのような対策と措置を講じるのか記述してください。
例えば、個人情報を伴うアンケート調査・インタビュー調査、提供を受けた試料の使用、ヒト遺伝子解析研究、組換えＤＮＡ実験、動物実験など、研究機関内外の倫理委員会等における

承認手続きが必要となる調査・研究・実験などが対象となります。なお、該当しない場合には、その旨記述してください。

人権の保護及び法令等の遵守への対応（公募要領３項参照）
本欄には、研究計画を遂行するに当たって、相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取り扱いの配慮を必要とする研究、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする

研究など法令等に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合に、どのような対策と措置を講じるのか記述してください。
例えば、個人情報を伴うアンケート調査・インタビュー調査、提供を受けた試料の使用、ヒト遺伝子解析研究、組換えＤＮＡ実験、動物実験など、研究機関内外の倫理委員会等における

承認手続きが必要となる調査・研究・実験などが対象となります。なお、該当しない場合には、その旨記述してください。

研究経費の妥当性・必要性
本欄には、「研究計画・方法」欄で述べた研究規模、研究体制等を踏まえ、次頁以降に記入する研究経費の妥当性・必要性・積算根拠について記述してください。また、研究計画の

いずれかの年度において、各費目（設備備品費、旅費、謝金等）が全体の研究経費の９０％を超える場合及びその他の費目で、特に大きな割合を占める経費がある場合には、当該
経費の必要性（内訳等）を記述してください。

研究経費の妥当性・必要性
本欄には、「研究計画・方法」欄で述べた研究規模、研究体制等を踏まえ、次頁以降に記入する研究経費の妥当性・必要性・積算根拠について記述してください。また、研究計画の

いずれかの年度において、各費目（設備備品費、旅費、謝金等）が全体の研究経費の９０％を超える場合及びその他の費目で、特に大きな割合を占める経費がある場合には、当該
経費の必要性（内訳等）を記述してください。

研究費の応募・受入等の状況・エフォート
本欄は、第２段審査（合議審査）において、「研究資金の不合理な重複や過度の集中にならず、研究課題が十分に遂行し得るかどうか」を判断する際に参照するところですので、本人が

受け入れ自ら使用する研究費を正しく記載していただく必要があります。
本応募課題の研究代表者の応募時点における、（１）応募中の研究費、（２）受入予定の研究費、（３）その他の活動、について、次の点に留意し記入してください。なお、複数の研究費を

記入する場合は、線を引いて区別して記入してください。具体的な記載方法等については、研究計画調書作成・記入要領を確認してください。
① 「エフォート」欄には、年間の全仕事時間を１００％とした場合、そのうち当該研究の実施等に必要となる時間の配分率（％）を記入してください。
② 「応募中の研究費」欄の先頭には、本応募研究課題を記入してください。
③ 科学研究費補助金の「新学術領域研究（研究領域提案型）」又は「特定領域研究」にあっては、「計画研究」、「公募研究」の別を記入してください。
④ 所属研究機関内で競争的に配分される研究費についても記入してください。

（１）応募中の研究費
資金制度・研究費名・研究期
間（配分機関名等）

研究課題名（研究代表者氏名） 役 割
（代表・
分担の
別）

平成２３年度の
研究経費
（期間全体の額）
（千円）

平成２３年度の
研究経費
（期間全体の額）
（千円）

エフ
ォー
ト（％）

研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課
題に応募する理由(研究代表者(又は拠点リーダー等のよう
にプログラム全体の研究費の受入研究者)の場合は、研究
期間全体（又はプログラム全体)の受入額を記入すること)

7

２　科研費への応募
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３　科研費の審査
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４　審査の具体的な進め方
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５　学術システム研究センター



審査委員配置、審査
基準、公募要領の見
直し等を検討

第１段・第２段審査委
員候補者等を選考

第１段・第２段審査委員の審査結
果を検証
その結果を翌年度の審査委員選
考や模範となる審査意見を付した
審査委員選考に反映

審査会の進行、資料説明等
（第２段審査の運営に関与）

センター研究員は
審査・採択
そのものには
関わらない

公募要領送付

研究計画調書受付
審査委員委嘱

第２段審査

第１段審査

交付内定

11



審査委員の選考を適切かつ公正に行うことは、質の高い優れた研究課題を選定するとともに科研費審査に対する
信頼性を高める上でも大変重要なことです。日本学術振興会では、様々な観点を考慮しながら、公正な審査委員
の選考を行っています。審査委員は学術システム研究センターの研究員が「審査委員候補者データベース」（以下
「データベース」という。）に基づき候補者案を作成し、科研費審査委員選考会における審査を経て決定していま
す。（平成１６年度までは、日本学術会議からの推薦に基づき選考）
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６ 審査委員の選考方法（「基盤研究」等の場合）

審査委員の選考はデータベースに基づいて行われています。このデータベースには、科研費の研究代表者や学協会

から情報提供のあった者などが登録され、年々登録者数を増やしています。（平成２２年度登録者数：約５万９千人）

また、データベースに登録している情報を常に最新のものに保つため、研究者本人が随時登録情報の確認・更新を

行えるようにしています。

学術システム研究センターでは、データベースに登録されている研究者の専門分野、これまでの論文や受賞歴など

に基づき、専門分野毎に複数の研究員が担当して候補者案を作成しています。また、候補者案の作成にあたっては、

公正で十分な評価能力を有する者であることに加え、若手研究者や女性研究者の積極的な登用、特定の研究機関

に審査委員が偏らないようにする、同一の研究課題を審査する複数の審査委員は全て異なる研究機関に所属する

者にするなど、様々な点に配慮してバランスのとれた審査委員の構成になるようにしています。
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1,123
14.6%

2,975
38.8%

2,770
36.1%

9,561
16.2%

16,326
27.6%

3,821
6.5%

29,342
49.7%

国立大学
私立大学

公立大学

その他

計 ５９，０５０名
うち女性７，６７４名（１３．０％）

うち女性うち女性

登録者総数

＜データベースの登録状況（平成２２年度）＞

＜データベースの登録者数の推移＞

１２

347
48.9%

68
9.6%

234
33.0%

352
6.1%

421
7.3%

61
8.6%1,270

22.0%

3,728
64.6%

国立大学

私立大学

公立大学

その他

＜審査委員数（平成２２年度補助金分）＞

計 ５，７７１名
うち女性７１０名（１２．３％）

うち女性うち女性

審査委員総数

（人数）

（年度）

＜データベースの登録者数の推移＞
（人数）

59,050
54,234

49,403

41,409

31,088

18,965

7,375

60,000

70,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22（年度）

806
10.5%

1,123
14.6%

2,975
38.8%

2,770
36.1%

9,561
16.2%

16,326
27.6%

3,821
6.5%

29,342
49.7%

国立大学私立大学

公立大学

その他

＜データベースの登録状況（平成22年度）＞

347
48.9%

68
9.6%

234
33.0%

352
6.1%

421
7.3%

61
8.6%1,270

22.0%

3,728
64.6%

国立大学

私立大学

公立大学

その他

＜審査委員数（平成22年度補助金分）＞

うち女性 うち女性

登録者総数 審査委員総数

計　59,050 名
うち女性 7,674 名（13.0％）

計　5,771 名
うち女性 710 名（12.3％）
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※平成22年度日本学術振興会審査種目のうち、「基盤研究（A・B・C）」、「若手研究（A・B）」、「挑戦的萌芽研究」について記載しています。

7 審査制度の改革

第１段審査の質の向上

○ 評定要素をよりきめ細かくして充実（２項目→５項目）
○ 評定要素毎の絶対評価を５段階評価から４段階評価に変更し、審査委員の意思を明確化
○ 審査意見の付記をすべての研究課題に義務化
○ 総合評点（相対評価）について、５段階の評点区分毎に分布目安を新たに設置
○ 審査の手引きに加えて、第１段審査で特に留意すべきポイントをコンパクトにまとめ第１段審査委員に徹底
○ 「挑戦的萌芽研究」の審査方法・審査基準について、チャレンジングな課題が適切に評価されるように新たに制定
○ 第１段審査の手引きに、模範となる審査意見の例や不十分な審査意見の例を記載

第２段審査の質の向上

○ 学術システム研究センターの研究員がすべての第２段審査会に参画し、審査会での意見等を翌年度の審査の改
善等に反映

○ 第２段審査の手引きを作成
○ 第１段審査委員の責任を明確にするため、審査資料に審査委員の氏名を明示
○ 第１段審査結果を大幅に覆して採否を決定する場合や研究費の過度の集中・不合理な重複を避けるために上位

ランクの応募研究課題を不採択とする場合には、審査会全体で慎重に審議することを義務化
○ 大型の研究種目について、審査と評価を一貫して行う体制を整備
○ 第１段審査結果が大きく割れている研究課題（「５・５・４・１」など）を事前に抽出し、審査委員に内容の確認を徹底

〈日本学術振興会への審査・交付業務の移管〉

１５

審査の質を向上させるため、これまで様々な改革を行ってきています。

平成１１年度より日本学術振興会への移管が始まりましたが、資金配分機関としての機能の強化を図ることにより、
審査体制の充実、交付内定の早期化など、大きな改善がありました。

平成１１年度

審
査

平成２２年度

審査の充実

○ 第１段審査
・審査委員数 １，１５２名

・審査期間 ３１日間

・ １人当審査件数 平均１８３件

（最高５０９件）

○ 第２段審査

・審査委員数 １２３名

・審査会数 １５委員会

○ 第１段審査

・審査委員数 ４，７２７名

・審査期間 ４０日間

・ １人当審査件数 平均７３件
（最高１８２件）

○ 第２段審査
・審査委員数 ５０３名

・審査会数 ３６委員会

交
付

交付内定日
４月２６日

交付内定日
４月１日

交付内定の早期化

電
子
化

・平成16年度に応募受付の電子化を開始し、平成20年度に完全電子化を達成

・第１段審査（書面審査）の電子化により、審査の効率化・迅速化を図る
・平成22年度には第１段審査結果の通知の開示を電子化
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不採択者に対する
審査結果の開示を開始

開示内容を充実 開示内容を充実 開示内容を充実
開示方法を電子化

平成11年度 平成14年度 平成18年度 平成22年度

8　審査結果の開示

14



＜インターネットを通じて開示される第１段審査結果の主な内容の例（抜粋）＞

１４

15



９ 使いやすい研究費への改善

研究者、研究機関の要望を踏まえ、できるだけ使いやすい研究費にするために様々な改善を行ってきています。

新規の研究課題については内定通知日以降使用できます。また、継続の研究課題については、研究期間内の交付予
定額を初年度に通知しており、翌年度以降、研究期間内は途切れることなく使用することができます。

実績報告書の提出期限を４月から５月末に延長し、年度末までフルに使用することができます。

交付申請時の経費の使用内訳（物品費・旅費・謝金等・その他）は、一定の範囲内(直接経費の総額の50％未満(総額
の50％の額が300万円以下の場合は300万円まで))で自由に変更することできます。

研究遂行に際し、当初予想し得なかった要因により、年度内に予定している研究が完了しない見込みとなった場合は、
所定の手続を経て、研究期間を延長し、補助金を翌年度に繰越すことができます。（平成２１年度繰越件数：1,953件）

出産や育児のために休暇を取得する場合には、一時的に研究活動を中断し、産休や育休の終了後、研究を再開する
ことができます。

使途に制限のない別の経費を科研費の研究のために合算して使用できるようにしました。（委託事業費や他の科研費
のように、それぞれに目的をもった研究費は合算できません。）

１０ 課題採択後の評価

１６

１０ 課題採択後の評価

科研費による研究については、論文として研究者コミュニティーの中で評価を受けることになりますが、資金配分機関
としても、科研費を交付した研究成果を適切に評価することは大変重要です。また、研究者にとっては、第三者の評
価を受けることで、これまで行ってきた研究の見直しや新たな研究の発展につなげることができます。

採択された研究課題については、研究期間内に研究者本人が、「自己点検による中間評価」を行います。大型の研究種
目については、研究期間内に「研究進捗評価」、研究期間終了後に「追跡評価」を受けます。

「研究進捗評価」は、従来の中間・事後評価を行わないこととした大型の研究種目（特別推進研究、基盤研究（S）、若手
研究（S）、学術創成研究費）について、研究期間の最終年度の前年度に、書面又はヒアリング等により行います。（研究
期間が３年の研究課題については最終年度に行います。）

「追跡評価」は、研究期間終了後５年目にあたる特別推進研究について、書面により行います。

大型の研究種目以外のもので研究期間が４年以上の研究課題については、３年目を終了した時点で研究者本人が「自
己点検による中間評価」を行います。

特定領域研究及び新学術領域研究の領域の評価については、中間・事後評価を行います。

これらの評価結果は、科研費ホームページ等においてすべて公表しています。

これらの評価を受けた研究者は、次に応募する研究課題の研究計画調書に評価結果の概要や評価結果を踏まえた研
究計画を記載することにより、審査の際、再度評価されます。
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科研費の使用に関するルールを分かりやすく解説したハンドブックを、研究者向け、研究機関向けに分けて作成し、配
布しています。

研究機関を対象に、毎年定期的に「全国レベル」、「地区レベル」での説明会・研修会を開催するとともに、各研究機関
に対し、研究機関内での説明会・研修会等の実施を義務付けています。

科研費は、研究者の所属する研究機関が管理することとしており、研究機関に対して科研費の適正な使用を確保する
ための管理体制の強化を促しています。

科研費で不正使用や不正行為を行った研究者は、補助金を返還するとともに、ペナルティとして一定期間科研費の交
付を受けることができません。また、科研費以外の競争的資金で不正使用等を行った場合も同様です。なお、既に採
択されている研究課題も交付が停止され、分担金を配分されている研究分担者についても、その分担金の配分を受
けることはできなくなります。

○ 不正または虚偽により科研費を受給した場合

補助金の返還 ： 交付を受けた補助金を全額返還することになります。
応募資格の停止 ： 交付を受けた本人・共謀した者（５年）

○ 交付を受けた科研費を不正に使用した場合

補助金の返還 ： 不正使用を行った補助金を返還することになります。
応募資格の停止 ： 不正使用を行った本人・共謀した者（２～５年）

不正使用を行った本人以外の共同研究者（新規応募について１年応募資格を停止）
応募資格の停止の例 ：業者への預け金やカラ出張は４年応募資格を停止

○ 不正行為(論文の盗用、データのねつ造・改ざん)を行った場合

補助金の返還 ： 一部又は全部の補助金を返還することになります。
応募資格の停止 ： 不正行為に関与したと認定された本人や不正行為が認定された論文内容に責任を負う者が、

その不正行為の程度に応じて、１～１０年応募資格が停止されます。

研究機関としての経費管理が不適切であったために不正使用が生じた場合には、研究機関にペナルティを科す場合

もあります。

「研究機関の公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準） に基づく体制整備等の状況報告書」の提出を応募

要件化（平成２０年度分の応募から）しており、この報告書が提出されない場合には、その研究機関から科研費に応募
することができません。

１７

Ⅲ 適正な使用の確保

公の研究費である科研費の適正な使用を確保することは大変重要です。科研費の管理や諸手続は、研究者自身が
行うのではなく、所属する研究機関が行うこととしています。これにより、研究者の負担軽減とともに、意図せぬルール
違反を防止するなど、科研費の適正な使用の確保に努めています。

＜科研費の適正な使用を確保するための取組＞
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Ⅳ 科研費の研究成果の公開

科研費の研究成果を積極的に公開し、広く国民が研究成果に触れる機会を設けることは、国民の科研費について
の理解を深める上で大変重要です。科研費による研究成果の概要はインターネットを通して誰でも見ることができる
ようになっています。

科研費による研究成果等は、国立情報学研究所の「科学研究費補助金データベース（ＫＡＫＥＮ）」（※）を通じて、広く

国民に公開されています。（http://kaken.nii.ac.jp/）

※ 「科学研究費補助金データーベース（KAKEN）」について

○ 本データベースには、科研費の採択課題の情報（研究代表者所

属・職・氏名、研究課題名、配分額等）（昭和４０年度～、約６４万

件）や、研究実績報告書の概要（昭和６０年度～、約７２万件）等

が登録されています。

○ 本データベースでは、研究種目名、研究者氏名、専門分野名な

ど、様々な項目により、情報検索を行うことができます。これによ

って、最新の研究成果について、幅広くキーワード検索すること

も可能です。

研究者には論文発表などの際、科研費により得た研究成果であることを表示（謝辞（Acknowledgment）の中で述べる

等）するように求めています。

科研費では、一般国民や子どもたちを含めて研究成果を広く公開するために必要な費用を直接経費（研究費）から支
出することができます。

１８

Ⅴ 科研費の情報発信・広報普及活動

【科研費ホームページ】
１． 文部科学省の科研費ホームページ＜http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/main5_a5.htm＞では、文部科学

省が審査・評価を行う研究種目を中心に、以下のような情報を提供しています。
○ 公募要領、研究計画調書様式

○ 科学研究費補助金における評価に関する規程
○ 文部科学省 研究機関使用ルール・研究者使用ルール
○ 科研費ハンドブック（研究機関用・研究者用）
○ 審査委員名簿
○ 「新学術領域研究（研究領域提案型）」に係る審査概況とその検証結果
○ 科研費の配分結果
○ 科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会・科学研究費補助金審査部会の報告書

科研費についての様々な情報は、科研費ホームページや広報誌等においてご覧いただくことができます。
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２． 日本学術振興会の科研費ホームページ＜http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html＞では、日本学術振

興会が審査・評価を行う研究種目を中心に、以下のような情報を提供しています。
○ 公募要領、研究計画調書様式
○ 科学研究費補助金（基盤研究等）における審査及び評価に関する規程
○ 日本学術振興会 研究機関使用ルール・研究者使用ルール
○ 審査委員名簿
○ 科学研究費補助金の審査に係る総括
○ 電子申請に関する情報
○ ひらめき☆ときめきサイエンスに関する情報
○ 私と科研費（研究者の方々からの科研費に関する意見や期待などを掲載しています。）
＜これまでの掲載者 抜粋＞
小林 誠（高エネルギー加速器研究機構特別栄誉教授、日本学術振興会・理事）、郷 通子（お茶の水女子
大学長）、豊島 久眞男（理化学研究所・研究顧問）、立本 成文（人間文化研究機構総合地球環境学研究
所長）、白川 英樹（筑波大学・名誉教授）、猪木 武徳（人間文化研究機構国際日本文化研究センター長）
※所属・職名は執筆時のもの。

【広報誌等】
文部科学省や日本学術振興会では、以下の冊子を作成しており、これらはホームページからダウンロードも
できます。
１． 「科研費ＮＥＷＳ」(年４回発行)(和文、一部英文)

科研費による最近の研究成果の例や科研費についてのトピックスを紹介しています。トピックスは、多くの成果
の中から学術システム研究センターの研究員が候補を選定し、研究者の方々に原稿を作成していただき、科
学コミュニケーターの協力を得て、できるだけわかりやすく紹介することに努めています。
また、科研費をテーマにしたエッセイ「私と科研費」も好評です。

２． 「科研費ハンドブック（研究者用）」
主に研究者の方々を対象として、科研費についての基本的な内容を分かりやすく解説しています。

３． 「科研費による研究の紹介」
新学術領域研究や特定領域研究により行われている研究の内容等を紹介しています。

１９

新規採択研究領域一覧（３６領域）
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特殊法人、

独立行政法人

19,526人

7.5%

国公立試験

研究機関

6,147人

2.3%

大学共同利用

機関法人

2,237人

0.9%

一般社団法人

又は一般財団法人

4,787人

1.8% 企業等の研究所

6,792人

2.6%

短期大学、

高等専門学校

13,484人

5.2%
私立大学

112,517人

43.0%

公立大学

15,645人

6.0%

国立大学

80,529人

30.8%

＜研究者が所属する「研究機関」数・研究者登録数＞

国公立試験

研究機関

126機関

7.3%

短期大学、

高等専門学校

450機関

26.1%

私立大学

600機関

34.8%

公立大学

88機関

5.1%

国立大学

86機関

5.0%

企業等の研究所

72機関

4.2%一般社団法人

又は一般財団法人

175機関

10.2%

大学共同利用

機関法人

20機関

1.2%

特殊法人、

独立行政法人

107機関

6.2%

「研究機関」数
合計

1,724機関

研究者登録数
合計

261,664人

「研究機関」数 研究者登録数

※ 平成２２年１１月現在の件数を分類しています。
※ 複数の研究機関において研究者登録が行われている研究者については、それぞれの登録件数に含めています。

配分額

応募額

研究機関種別の応募額・配分額（直接経費）

国立大学
2,204億円

59.9%

国立大学
396億円
66.6%

応募額合計
3,678億円
配分額合計

594億円

その他
75億円
12.6%採択件数

研究機関種別の応募件数・採択件数

国立大学
11,354件

57.5%

公立大学
6,865件

7.7%

私立大学
26,286件

29.5%

その他
10,597件

11.9%

私立大学
4,665件
23.6%

公立大学
1,391件

7.0%

その他
2,328件
11.8%

応募件数合計
89,097件

採択件数合計
19,738件

応募件数

国立大学
45,349件

50.9%

その他
496億円
13.5%

私立大学
94億円
15.8%

私立大学
766億円
20.8%

公立大学
30億円
5.0%

公立大学
211億円

5.8%

※ 平成２２年度科学研究費のうち、「奨励研究」を除く研究課題（新規採択分）の当初配分について分類したものです。

※ 四捨五入の関係上、合計と内訳の数値が一致しないことがあります。

２６

＜研究者が所属する研究機関種別の新規応募件数・採択件数及び応募額・配分額＞

研究機関別の応募件数・採択件数 研究機関別の応募額・分配額（直接経費）
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科研費の配分額は基本的に応募件数や応募額に応じて決められるため、 比較的少額の研究課題が採択されている
人文科学系や社会科学系は、 採択件数の割合に比べて配分額の割合が低くなっています。
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